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参考資料２

平成１８年度～平成２２年度における競争的資金の使用に関して返還命令
及び応募制限措置を行った事例（平成２３年３月３１日現在）

○科学研究費補助金
・平成２２年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
名城大学 平成１９年度の科学研究費補助金について、 ○補助金の返還命令

研究協力者である学生に虚偽の出勤簿を作成さ 平成22年9月29日（学振）
せ、同大学に謝金の架空請求を行わせ、当該架 ４万円
空請求に係る謝金を回収し、これを当該学生の ○応募資格の停止
学会参加に係る旅費等に充てていた。 ４年： １人（ １人）

山口大学 平成１１年度～平成２０年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金について、架空発注により消耗品等を購入 平成23年3月30日（本省）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 １７０万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応 平成23年3月31日（学振）
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ８０１万円
物品等の購入に充てていた。併せて、請求書の （返還命令総額 ９７１万円）
品名の書き換えを業者に指示し、実際には異な
る物品を納品させていた。また一部を私用物品 ○応募資格の停止
の購入費に充てていた。 ５年： １人（ １人）

４年：１０人（１０人）
２年： ２人（ ２人）

名古屋大学 平成１５年度及び平成１６年度の科学研究費 ○補助金の返還命令
補助金について、架空発注により消耗品等を購 平成23年3月30日（本省）
入したように装い、同大学から補助金を支出さ ９４６万円
せ、業者に預け金として管理させた上で、必要
に応じ大学に保管された納品伝票とは異なる研 ○応募資格の停止
究用物品等の購入に充てていた。 ４年： １人（ １人）

松本歯科大学 平成１５年度～平成１８年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金について、架空発注により消耗品等を購入 平成23年3月30日（本省）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 １４２万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応 平成23年3月31日（学振）
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ５６０万円
物品等の購入に充てていた。 （返還命令総額 ７０２万円）

○応募資格の停止
４年： ６人（ ６人）
２年： ２人（ ２人）

・平成２１年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
愛知県がんセン 平成１５年度～平成１９年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
ター 助金について、業者に架空の取引を指示し、虚 平成22年3月31日（本省）

偽の請求書等を作成させて、これにより同大学 ４１５万円
に架空の取引に係る購入代金を科研費から支払 平成22年3月31日（学振）
わせ、当該購入代金をもとに実際には請求書等 ３６０万円
の内容と異なる物品（高額な顕微鏡等）を納品 （返還命令総額 ７７５万円）
させていたほか、コピー機の使用料や修理代等
に充てていた。 ○応募資格の停止

４年： ６人（ ６人）
１年： ６人

広島大学 平成１５年度～平成１７年度及び１９年度の ○補助金の返還命令
科学研究費補助金について、業者に架空の取引 平成22年3月16日（本省）
を指示し、虚偽の請求書等を作成させて、これ ４７万円
により同大学に架空の取引に係る購入代金を科 平成22年3月24日（学振）
研費から支払わせ、当該購入代金を業者に預け ３９５万円
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て別途に経理し、補助事業に関連しない研究用 （返還命令総額 ４４２万円）
物品の購入費等に充てていたり、実際には請求
書等の内容と異なる物品（パソコン等）を納品 ○応募資格の停止
させていた。 ４年： ４人（ ４人）

１年： ９人
東京大学 平成１６年度～平成１８年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令

助金について、業者に架空の取引を指示し、虚 平成22年3月15日（本省）
偽の請求書等を作成させて、これにより同大学 １６１万円
に架空の取引に係る購入代金を科研費から支払 平成22年3月12日（学振）
わせ、実際には請求書等の内容と異なる物品の ５８万円
納品等をさせていたほか、当該購入代金を業者 （返還命令総額 ２１８万円）
に預けて別途に経理し、補助事業に関連しない
文具類等の購入費に充てていた。 ○応募資格の停止

４年： ２人（ ２人）
１年：１５人

東京医科大学 平成１５年度～平成１７年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金について、業者に架空の取引を指示し、虚 平成21年12月4日（本省）
偽の納品書、請求書等を作成させて、これによ １６０万円
り同大学に架空の取引に係る購入代金を科研費 平成21年11月12日（学振）
から支払わせ、当該購入代金を業者に預けて別 ３１８万円
途に経理し、補助事業に関連しない研究用物品 （返還命令総額 ４７８万円）
等の購入費に充てていた。

○応募資格の停止
４年： ６人（ ６人）

岡山大学 平成１４年度～平成１６年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金について、業者に架空の取引を指示し、虚 平成21年10月30日（学振）
偽の納品書、請求書等を作成させて、これによ ２８３万円
り同大学に架空の取引に係る購入代金を科研費
から支払わせ、当該購入代金を業者に預けて別 ○応募資格の停止
途に経理し、補助事業に関連しない研究用物品 ４年： ５人（ ５人）
等の購入費に充てていた。 １年： ５人

名古屋大学 平成１４年度及び平成１５年度の科学研究費 ○補助金の返還命令
補助金について、業者に架空の取引を指示し、 平成21年10月19日（学振）
虚偽の納品書、請求書等を作成させて、これに １８２万円
より同大学に架空の取引に係る購入代金を科研
費から支払わせ、当該購入代金を業者に預けて ○応募資格の停止
別途に経理し、補助事業に関連しない研究用物 ４年： １人（ １人）
品等の購入費のほか一部を私用物品の購入費に ５年： １人（ １人）
充てていた。

長岡技術科学大 平成９年度～平成１１年度の科学研究費補助 ○補助金の返還命令
学 金について、実体のない謝金を架空に請求し、 平成21年9月4日（本省）

プール金として自らで管理し、学生の学会参加 ９４万円
に必要となる経費等に使用していた。 平成21年9月1日（学振）

１０万円
（返還命令総額 １０４万円）

○応募資格の停止
４年： １人( １人)

信州大学 平成１５年度～平成１７年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金について、架空発注により消耗品等を購入 平成21年6月23日（学振）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 ２６６万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ○応募資格の停止
物品の購入等に充てていた。 ４年： １人( １人)

１年： ４人

・平成２０年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
早稲田大学 平成１５年度及び平成１６年度の科学研究費 ○補助金の返還命令

補助金において、業者に架空の取引を指示し、 平成21年3月31日（学振）
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実際に購入、納品させた物品等とは異なる品名 ７０万円
が記載された虚偽の納品書、請求書等を作成さ
せて、これにより実際には異なる物品を納品さ ○応募資格の停止
せていた ４年： １人

筑波大学 平成９年度及び平成１０年度科学研究費補助 ○補助金の返還命令
金について、架空発注により消耗品等を購入し 平成21年3月25日（本省）
たように装い、同大学から補助金を支出させ、 ９９万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ○応募資格の停止
物品等の購入に充てていた。 ４年： １人

愛知医科大学 平成１１年度～平成１７年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金において、架空発注により消耗品等を購入 平成21年2月17日（学振）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 １，５３０万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ○応募資格の停止
物品等の購入に充てていたり、請求書の品名の ５年： ２人
書き換えを業者に指示し、実際には異なる物品 ４年：１０人
を納品させていたり、研究代表者が研究分担者
に名義を貸して補助金の交付を受け、使用して
いるものがあった。

放射線医学総合 平成１５年度～平成１８年度科学研究費補助 ○補助金の返還命令
研究所 金において、架空発注により消耗品等を購入し 平成21年1月21日（本省）

たように装い、研究所から補助金を支出させ、 ４８３万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応 平成21年1月16日（学振）
じ研究所に保管された納品伝票とは異なる研究 １６２万円
用物品等の購入に充てていた。 （返還命令総額 ６４５万円）

○応募資格の停止
４年： ３人

東京歯科大学 平成１３年度及び平成１４年度の科学研究費 ○補助金の返還命令
補助金において、架空発注により消耗品等を購 平成21年1月8日（学振）
入したように装い、同大学から補助金を支出さ ４７万円
せ、業者に預け金として管理させた上で、必要
に応じ大学に保管された納品伝票とは異なる研 ○応募資格の停止
究用物品等の購入に充てていた。 ４年： ２人

目白大学 平成１７年度の科学研究費補助金において、 ○補助金の返還命令
海外渡航に係る旅費について、研究出張とは見 平成20年12月11日（本省）
なせない用務が含まれていた。 ３９万円

○応募資格の停止
５年： １人

国立感染症研究 平成１５年度～平成１７年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
所 助金において、研究補助員に虚偽の謝金受領書 平成20年11月21日（学振）

を作成させ、研究代表者が立替払をしたとして １５４万円
不正に補助金を受領し、保管していた。

○応募資格の停止
４年： １人

東北大学 平成１４年度～平成１６年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金において、架空発注により消耗品等を購入 平成20年7月25日（学振）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 ５１３万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ○応募資格の停止
物品等の購入に充てていた。 ４年： ２人( ２人)

１年： １人
静岡大学 平成１５年度の科学研究費補助金において、 ○補助金の返還命令

架空発注により消耗品等を購入したように装 平成20年7月23日（学振）
い、同大学から補助金を支出させ、平成１４年 ５１万円
度に科学研究費補助金で購入した物品の附属品
の支払いに充てていた。 ○応募資格の停止

４年： １人( １人)
岡山大学 平成１５年度の科学研究費補助金において、 ○補助金の返還命令

架空発注により消耗品等を購入したように装 平成20年5月19日（学振）
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い、同大学から補助金を支出させ、業者に預け ８１万円
金として管理させた上で、必要に応じ大学に保
管された納品伝票とは異なる研究用物品等の購 ○応募資格の停止
入に充てていた。 ４年： １人( １人)

新潟大学 平成１４年度から平成１８年度の科学研究費 ○補助金の返還命令
補助金において、実体のない謝金出勤表を大学 平成20年5月13日（学振）
院学生に作成させて請求し、大学に補助金を支 ３４万円
出させ、大学院学生の学会参加の旅費に充てて
いた。 ○応募資格の停止

４年： １人( １人)
１年： ８人

【山形大学分】（※２）
○補助金の返還命令

平成20年5月27日（学振）
６６万円

・平成１９年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
広島工業大学 平成９年度、平成１０年度、平成１２年度、 ○補助金の返還命令

平成１３年度及び平成１５年度～平成１８年度 平成20年2月1日（本省）
の科学研究費補助金において、旅費、謝金を架 ４２８万円
空請求し、また業者から無償で貸借した計測装 平成20年1月28日（学振）
置についてレンタル料を請求し、大学から補助 ３３６万円
金を支出させ自らの銀行口座で管理し、研究費 （返還命令総額 ７６４万円）
（遠隔地での測定会実施に際しての必要経費）
として使用したほか、一部については家族旅行 ○応募資格の停止
の費用に使用していた。 ５年： １人 ( １人)

１年： ４人
九州大学 平成１７年度及び平成１８年度の科学研究費 ○補助金の返還命令

補助金において、研究室に所属する研究生の名 平成20年1月28日（本省）
義貸しを依頼し、自らが管理する銀行口座を開 ７８万円
設し、架空の謝金請求を行い、研究期間終了後
に使用する研究費として保管していた。 ○応募資格の停止

４年： １人( １人)
吉備国際大学 平成１６年度及び平成１７年度の科学研究費 ○補助金の返還命令

補助金において、架空発注により消耗品等を購 平成19年12月19日（学振）
入したように装い、同大学から補助金を支出さ １６９万円
せ、業者に預け金として管理させた上で、必要
に応じ大学に保管された納品伝票とは異なる研 ○応募資格の停止
究用物品等の購入に充てていた。 ４年： １人( １人)

獨協医科大学 平成１０年度～平成１８年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金において、架空発注により消耗品等を購入 平成19年12月13日（本省）
したように装い、同大学から補助金を支出させ、 ２，２８６万円
業者に預け金として管理させた上で、必要に応 平成19年12月28日（学振）
じ大学に保管された納品伝票とは異なる研究用 ３，０７６万円
物品等の購入に充てていた。 (返 還 命 令 総 額 ５，３６２万円）

○応募資格の停止
４年：２９人(２９人)
１年：１５人

【岐阜大学分】（※２）
○補助金の返還命令

平成20年2月19日（学振）
１００万円

朝日大学 平成１４年度、平成１６年度及び平成１７年 ○補助金の返還命令
度の科学研究費補助金において、架空発注によ 平成19年10月1日（本省）
り消耗品等を購入したように装い、同大学から ６３０万円
補助金を支出させ、業者に預け金として管理さ 平成19年10月2日（学振）
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せた上で、必要に応じ大学に保管された納品伝 ２６５万円
票とは異なる研究用物品等の購入に充ててい （返還命令総額 ８９５万円）
た。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）
１年： ２人

金沢大学 平成１４年度の科学研究費補助金において、 ○補助金の返還命令
正規の手続を経て購入し機関による納品検収を 平成19年7月11日（学振）
受け、補助金の支出手続がなされた物品・消耗 １３０万円
品等を業者に持ち帰らせ、それらに支出させた
補助金を「預け金」として業者に管理させ、必 ○応募資格の停止
要に応じ正規の手続きを経ずに物品等を納品検 ４年： １人（ １人）
収を受けることなく納入させ、その代金を「預
け金」から支出していた。

立命館大学 平成１３年度～平成１８年度の科学研究費補 ○補助金の返還命令
助金において、研究室に所属する学生名義で架 平成19年6月27日（本省）
空の謝金請求を行い、謝金を受け取った学生から ６１万円
研究室に還流させ、留学生支援、学生の現地調査 平成19年5月30日（学振）
活動経費や学会参会費等研究室の運営費等に使 ４９９万円
用していた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）
５年： １人（ １人）

国立天文台 平成１０年度～平成１３年度の科学研究費補助 ○補助金の返還命令
金において、架空の謝金請求を行い、大学院生の 平成19年5月16日（本省）
旅費として使用していたほかに、一部に祝電等の支 ８２万円
出が確認された。 平成19年5月18日（学振）

１５２万円
（返還命令総額 ２３４万円）

○応募資格の停止
５年： １人（ １人）

埼玉医科大学 平成１６年度の科学研究費補助金において、海 ○補助金の返還命令
外渡航に係る旅費に、妻子を同伴するための費用 平成19年4月20日（本省）
を含んで精算したほか、研究課題の目的から外れ ５７万円
た共同研究の打ち合わせをするために、旅行予定
外の目的地に滞在した。 ○応募資格の停止

５年： １人（ １人）

・平成１８年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
日本赤十字北海 平成１７年度に交付された科学研究費補助金 ○補助金の返還命令
道看護大学 において、実態を伴わない印刷物の発注を行い、 平成19年3月28日（学振）

架空請求により大学から業者に支払われた補助 ２４万円
金を預け金として業者に管理させていた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）
１年： １人

北海道大学 平成１０年度～平成１１年度に交付された科 ○補助金の返還命令
学研究費補助金において、大量の消耗品を架空 平成19年3月26日（本省）
請求し、業者にその金額に相当する奨学寄附金 ２５万円
を寄附するよう指示した。また、実態を伴わな 平成19年3月27日（学振）
い謝金を水増ししてプール金として経理し他用 ６１万円
途に使用したり、出張の日程変更による精算手 （返還命令総額 ８６万円）
続きを行わずに正規の旅費との差額分（使途不
明）を受領していた。 ○応募資格の停止

５年： １人（ １人）
中央大学 平成１４年度～平成１７年度に交付された科 ○補助金の返還命令

学研究費補助金において、同じ出張の旅費や郵 平成19年3月23日（本省）
送費を、科学研究費補助金と他の経費とで重複 ７６万円
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して請求したり、資料・書籍などの領収書の金 平成19年3月28日（学振）
額を改ざんし、補助金を不正に受領し、留学中 １３万円
の家族への小包送付料への支出などに当ててい （返還命令総額 ８９万円）
た。

○応募資格の停止
５年： １人（ １人）
１年：２５人

立命館大学 平成１５年度及び平成１６年度の科学研究費 ○補助金の返還命令
補助金について、留学生の学費や生活費等を支 平成19年2月26日（学振）
援するために、実体のないアルバイト費を不正 ８０万円
に請求していた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）
１年： ５人

日本医科大学 平成１０年度～平成１５年度に交付された科 ○補助金の返還命令
学研究費補助金において、業者に指示し、架空 平成19年3月13日（本省）
請求により大学から業者に支払われた補助金を ６，３５８万円
預け金として業者に管理させ、別途、研究に必 平成19年2月21日（学振）
要な物品をその都度業者から直接納品させてい １００万円
た。 (返 還 命 令 総 額 ６，４５８万円)

また、謝金を過大に請求し、現金で保管し、
本事業と直接関係のない実験補助員の謝金の支 ○応募資格の停止
払いに使用していた。 ４年： １人（ １人）

早稲田大学 平成１３年度～平成１５年度に交付された科学 【早稲田大学分】
研究費補助金において、請求書の品名の書き換 ○補助金の返還命令
えを業者に指示し、実際には異なる物品を納品 平成18年12月28日(本省)
させていた。また、当該研究者が社外取締役を ４７０万円
していた企業が大学に対して架空請求を行って ○応募資格の停止
いた。 ５年： １人（ １人）

【東京大学分】（※２）
○補助金の返還命令

平成18年12月28日(本省)
５０８万円

平成18年12月26日(学振)
５０８万円

(返還命令総額１，０１６万円)
慶應義塾大学 平成１５年度に交付された科学研究費補助金 ○補助金の返還命令

において、学内規程により原則として支払えな 平成18年9月21日（本省）
いこととされていたビジネスクラス航空運賃を ４７万円
捻出するため、エコノミークラス航空運賃のと ○応募資格の停止
の差額分等について、消耗品を購入したように ５年： ２人（ ２人）
架空の請求書を作成するよう業者に命じ、これ
を大学に請求して不正に受領していた。また、
私用目的で購入した書籍代（中学生参考書）や
研究に直接関係のない物品（シェーバー）の購
入代金を立替払金として大学に請求していた。

○戦略的創造研究推進事業
・平成２２年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省の対応
山口大学 平成１３年度～平成１５年度に配分された研 ○返還命令

究費において、取引先企業からJSTに提出され 平成22年10月6日
た書類の中に、記載内容と実際の納品物が異な Ａ社： １１２万円
っていた納品書や、取引実態のない請求書があ Ｂ社： ２３０万円
り、それらの書類によりJSTから支払いを受け 合計： ３４２万円
ていた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）



- 39 -

○取引停止
Ａ社： １４ヶ月
Ｂ社： １ヶ月

・平成１９年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
獨協医科大学 平成１４年度～平成１８年度に配分された研 ○返還命令

究費において、取引先企業からJST（直接執行） 平成19年10月29日
及び大学（委託）に提出された書類の中に、記 Ａ社： ４８４万円
載内容と実際の納品物が異なっていた納品書 （社会技術研究開発事業を含む）
や、取引実態のない請求書があり、それらの書 平成19年12月5日
類によりJST及び大学から支払いを受けていた。 大学： ２４万円

○応募資格の停止
４年： ２人（ ２人）

○取引停止
Ａ社は平成19年11月30日付けで
廃業したため行わない。

早稲田大学 平成９年度～平成１８年度に配分された研究費 ○返還命令
において、取引先企業からJST（直接執行）及 平成19年4月11日
び大学（委託）に提出された書類の中に、記載 Ａ社：１，２７１万円
内容と実際の納品物が異なっていた納品書や、 Ｂ社： ７９４万円
取引実態のない請求書があり、それらの書類に Ｃ社： １１万円
よりJST及び大学から支払いを受けていた。 Ｄ社： ３２２万円

Ｅ社： ３２２万円
Ｆ社： ２６１万円
合計：２，９８１万円

○応募資格の停止
５年： １人（ １人）

○取引停止
Ａ社～Ｆ社とも３ヶ月

・平成１８年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
産業創造研究所 平成１３年度の委託事業において、従事実績 ○返還命令

の認められない労務費（人件費）の請求が確認 平成19年1月31日
されたもの。 ５３３万円

○取引停止
１年間

○ 科学技術振興調整費
・平成２０年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
東北大学 平成１５年度に予算示達、また、平成１６～ ○返納

１８年度に交付された科学技術振興調整費にお 平成20年8月22日
いて、納入実績のない架空の納入書・請求書の （平成16年度～平成18年度不正）
作成を業者に指示し、支払われた代金を預け金 ７４７万円
として管理させていた。 平成20年10月31日

（平成15年度不正）
１万円

○応募資格の停止
４年： ２人（ ２人）

産業技術総合研 平成１６年度に交付された科学技術振興調整 ○返納
究所 費において、納入実績のない架空の納入書・請 平成20年6月22日
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求書の作成を業者に指示し、支払われた代金を １１万円
預け金として管理させていた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）

静岡大学 平成１４及び１５年度に予算示達された科学 ○返納
技術振興調整費において、納入実績のない架空 平成20年8月21日
の納入書・請求書の作成を業者に指示し、支払 ２４８万円
われた代金を別途購入して未払いとなっていた
設備備品の支払いに充てていた。 平成20年8月22日

３１万円
平成20年8月25日

９２万円
(返還命令総額 ３７１万円)

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）

・平成１８年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
早稲田大学 平成１７年度に交付された科学技術振興調整 ○返納

費において、ポスター作成費等の代金の架空請 平成19年3月9日
求に関与していた。 ２２万円

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）

早稲田大学 平成１１年度～平成１５年度に交付された科 ○返納
学技術振興調整費等において、実際の無い実体 平成18年12月22日
の無いアルバイト賃金を支出させ、受け取った ９，３８６万円
学生から個人の講座に入金させ、私的流用（投
資信託化）していた。 ○応募資格の停止

また、関連する業者（社外取締役に就任）か ５年： １人（ １人）
らの架空請求があった。

○２１世紀ＣＯＥプログラム
・平成２１年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
信州大学 平成１４年度、平成１５年度、平成１８年度 ○補助金の返還命令

に交付された２１世紀ＣＯＥプログラムにおい 平成21年5月11日
て、業者に架空の発注を行い、預け金とし、翌 ３７０万円
年度以降の研究室及び当該教員の教育研究に使
用した。 ○応募資格の停止

４年： １人（ １人）

・平成１９年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
立命館大学 平成１５年度～平成１８年度に交付された２１ ○補助金の返還命令

世紀ＣＯＥプログラムにおいて、実体のないア 平成19年5月11日
ルバイト資金の還流及び実父が経営する会社へ １，３２１万円
の架空発注により「私的流用」を行っていた。

○応募資格の停止
４年： １人（ １人）
５年： １人（ １人）

法政大学 平成１６年度に交付された２１世紀ＣＯＥプ ○補助金の返還命令
ログラムにおいて、研究拠点形成活動の一環と 平成19年5月11日
して刊行物のＣＤ－ＲＯＭ化を業者に発注した ９２万円
が、当該作業の多くの部分を発注業者から自ら ○応募資格の停止
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が請け負うという不適切な経理処理により、結 ５年： １人（ １人）
果的に資金を還流させていた。

○独創的シーズ展開事業
・平成２２年度

研究期間名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
松本歯科大学 平成１７年度の大学発ベンチャー創出推進事 ○委託費の返還命令

業において、架空発注により消耗品等を購入し 平成23年3月28日（ＪＳＴ）
たように装い、同大学に支出させ、業者に預け １０４万円
金として管理させた上で、必要に応じ大学に保 ○応募資格の停止
管された納品伝票とは異なる研究用物品等の購 ４年： １人（ １人）
入に充てていた。

・平成２０年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
産業技術総合研 平成１７年度の独創的シーズ展開事業（権利 ○返還命令
究所 化試験）において、納品実績のない消耗品等に 平成20年7月4日

ついて架空の納品書及び請求書を提出し、同研 １８０万円
究所から業者に支出させ、業者に預け金として ○応募資格の停止
管理させていた。 ４年： １人（ １人）

・平成１９年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
大阪大学 平成１５年度の研究成果最適移転事業費にお ○返還命令

いて、納品実績のない消耗品等について架空の 平成19年11月15日
納品書及び請求書を提出し、同大学から業者に ２４９万円
支出させ、業者に預け金として管理させていた。○応募資格の停止

４年： １人
○取引停止：３ヶ月

○先端計測分析技術・機器開発事業
・平成１９年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
静岡大学 平成１７年度の先端計測分析技術・機器開発 ○委託費の返還命令

事業において、虚偽の納品書と請求書により消 平成19年10月16日（ＪＳＴ）
耗品等を購入したように装い、同大学に支出さ ３５３万円
せていた。また、この支出金の一部を｢預け金｣ ○応募資格の停止
として業者に管理させ、必要に応じ正規の手続 ４年： １人（ １人）
きを経ずに物品等を納品検収を受けることなく
納入させ、その代金を｢預け金｣から支出してい
た。

○地域イノベーション創出総合支援事業
・平成２２年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
山口大学 平成１６年度～平成１９年度の地域イノベー ○委託費の返還命令

ション創出総合支援事業（１７年度以前は重点 平成22年10月6日（ＪＳＴ）
地域研究開発推進事業）において、虚偽の納品 ４０２万円
書と請求書により消耗品等を購入したように装 ○応募資格の停止
い、同大学に支出させ、預け金として業者に管 ４年： ５人（ ５人）
理させていた。
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○重点地域研究開発推進事業
・平成２１年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
広島大学 平成１７年度の重点地域研究開発推進事業に ○委託費の返還命令

おいて、虚偽の納品書と請求書により消耗品等 平成21年6月8日（ＪＳＴ）
を購入したように装い、同大学に支出させ、預 １３３万円
け金として業者に管理させていた。 ○応募資格の停止

４年： １人（ １人）

○未来開拓学術研究費補助金
・平成２２年度

研究機関名 不正な使用の概要 文部科学省等の対応
山口大学 平成１６年度の未来開拓学術研究費補助金に 【宮崎大学】（※２）

おいて、業者に架空の支払いに必要な書類を作 ○補助金の返還命令
成させ、研究代表者が所属する宮崎大学から補 平成22年11月11日
助金を支出させ、業者に預け金として管理させ ２５０万円
た上で、研究に使用する試薬、消耗品、機器及
び機器附属品等の購入に充てていた。

※１ 「応募資格の停止」における括弧内の人数は、申請等資格制限の一斉適用対象の人数を示す。
※２ 不正使用を行った研究者は他の研究機関に所属する研究代表者の実施する研究課題の研究分担

者であり、当該不正使用にかかる研究費の返還は、研究代表者の所属する研究機関から受けてい
る。

※３ 事業名は、不正が行われた当時の事業名である。


